
 

建築基準法第 53 条第５項第４号の規定に基づく許可基準 

 

 

１ 趣旨 

本許可基準は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成 27 年法律第 53 号。

以下「建築物省エネ法」という。）第 64条の規定により読み替えて適用される建築基準法（昭和

25年法律第 201号。以下「法」という。）第 53条第５項第４号の規定に基づく建蔽率の許可の運

用に関し、再生可能エネルギー利用設備の設置の促進を図ること等のため、緩和を適用するにあ

たり必要な許可基準を定めたものである。 

 

２ 適用対象 

適用対象は、建築物省エネ法第 60条第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規

定により公表された同条第１項に規定する建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促

進に関する計画に定められた同条第２項第３号に掲げる事項に適合し、かつ、安全上、防火上及

び衛生上支障がないものとして、次の各項に掲げる要件及び条件（以下「要件等」という。）に適

合する建築物とする。 

 

３ 緩和対象及び緩和の限度 

(1) 緩和対象部分は、架台等に太陽光発電設備又は太陽熱利用設備（当該設備を支える構造物及

び当該設備に附属する設備等を含む。以下「太陽光発電設備等」という。）を設置し、当該架台

等の下部を次のア又はイとするもののうち、太陽光発電設備等を設置する部分の水平投影面積

で、法第 53条第１項から第３項までの規定による建蔽率の限度（以下「基準建蔽率」という。）

を超える部分とする。 

ア メンテナンス等を除いて人が立ち入らないもので、かつ、居住、執務、作業、集会、娯楽、

物品の保管又は格納その他の屋内的用途に供しないもの 

イ 自動車車庫又は自転車駐車場 

(2) 緩和後の建蔽率は、基準建蔽率に 1/10を加えた数値を限度とする。 

 

４ 許可の要件 

次の各号に掲げる要件に適合すること。 

(1) 太陽光発電設備等及び太陽光発電設備等を設置する架台等から隣地境界線及び道路中心線

までの距離を３ｍ以上確保し、又は太陽光発電設備等及び太陽光発電設備等を設置する架台等

の主要構造部を不燃材料で造り、覆い、若しくはふくこと。 

(2) 建築物の避難上有効な出口から道路、公園、広場その他避難上安全な空地に通ずる幅員 75cm

以上の敷地内通路を設けること。 

(3) 太陽光発電設備等を設置する架台等は、高い開放性を有する構造とすること。 

(4) 太陽光発電設備等を設置する架台等は、太陽光発電設備等を設置するために必要な最小限度

の高さとすること。 

 



 

５ 許可の条件 

法第 92 条の２の規定に基づき、原則として、次の各号に掲げる条件に適合すること。 

(1) 法に基づく建築協定、都市計画法に基づく地区計画及び同法に基づく風致地区に係る横浜市

風致地区条例、景観法に基づく横浜市景観計画（景観推進地区に限る。）、横浜市魅力ある都市

景観の創造に関する条例に基づく都市景観協議地区、横浜市地域まちづくり推進条例に基づく

地域まちづくりプラン及び地域まちづくりルール並びに横浜市街づくり協議要綱に基づく街

づくり協議地区（以下「地域まちづくり計画等」という。）に該当する敷地にあっては、次のア

からエまでに掲げる条件に適合すること。 

ア 地域まちづくり計画等の内容について、支障がないこと。 

イ 近隣住民等に対して計画の周知及び意見聴取を行うこと。 

ウ 地域まちづくり計画等に関する地元組織又は協議先（以下「地元組織等」という。）があ

る場合にあっては、地元組織等に対して計画の説明及び意見聴取を行うこと。 

エ 近隣住民等及び地元組織等との協議並びに周囲の状況等について、総合的に判断し、支障

がないこと。 

(2) 地域まちづくり計画等に該当しない敷地にあっては、近隣住民等に対して計画の周知を行う

こと。 

(3) 周辺への光害に対する措置を講ずること。 

(4) 建築主、所有者及び管理者（以下「建築主等」という。）は、原則として、緩和対象部分及び

建築物のエントランス等の見やすい位置に、緩和対象となっていること及び緩和対象部分は緩

和対象とならない用途への転用ができないことを明示するとともに、市長に明示状況を速やか

に報告すること。 

(5) 第三者に売買、譲渡又は賃貸する場合にあっては、売買契約書又は賃貸契約書、重要事項説

明書及び管理規約等に、緩和対象となっていること及び緩和対象部分は緩和対象とならない用

途への転用ができないことを明記すること。 

(6) 建築主等は、太陽光発電設備等を適切に維持管理すること。 

(7) 太陽光発電設備等の入れ替えの際は、本許可基準に適合するものを選定すること。 

 

６ その他 

３から５までに掲げる要件等を満たした場合と同等以上と認められる場合にあっては、当該要

件等は適用しない。なお、当該要件等のみによっては、安全上、防火上及び衛生上支障がないと

認められない場合にあっては、当該要件等のほかに条件を付することがある。 

 

附 則 

（施行期日） 

この基準は、令和７年４月１日から施行する。 


